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資料１　会津若松市環境基本条例
平成９年３月28日公布

会津若松市条例第18号

目　次

　前文

　第１章　総則（第１条－第６条）

　第２章　環境の保全及び創造に関する施策の基本方針等（第７条－第９条）

　第３章　環境の保全及び創造に関する活動の支援等（第10条－第14条）

　附則

　わたしたちのまちは、雄大な自然と史跡若松城跡に代表される豊富な歴史的文化遺産の中で、今日まで‍着

実な発展を続けてきた。

　しかしながら、近年の都市化の進展や生活様式の変化等に伴い、本市においても新たな課題として都市型

及び生活型公害の発生や廃棄物の増加及び不法投棄等の問題が顕在化してきており、さらに、元来自然が持

つ浄化能力を上回る生産活動や消費活動そのものが直接、間接に地球規模で環境に影響を与えていることか

ら、新たな対応が求められている。

　健全で恵み豊かな環境の下に、健康で文化的な生活を営むことは市民の権利であり、わたしたちは、この

良好な環境を保全及び創造し、将来の世代に継承していくべき責務を有している。

　このような認識の下、市民、事業者及び行政のすべての者の協力と働きかけによって、環境への負荷の少

ない持続的発展が可能な社会を構築し、人と自然が共生できる会津若松市の実現を目指し、この条例を制定

する。

第１章　総則

（目的）

第１条　この条例は、本市におけるより質の高い環境の保全及び創造とゆとりと潤いのある快適な地域づく

りの実現のため、環境の保全及び創造に関する基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来

の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　環境への負荷　人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となる‍お

それのあるものをいう。

　⑵　地球環境保全　人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、野生生物の種の減少‍そ

の他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類‍の

福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。

　⑶　公害　環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大‍気

の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、‍

騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、‍

人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物‍

及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。

（基本理念）

第３条　環境の保全及び創造は、環境を健全で恵み豊かなものとして維持することが市民の健康で文化的な

生活に欠くことのできないものであるとの認識に立ち、現在及び将来の市民が健全で恵み豊かな環境‍の

恵沢を享受できるようにするため、環境資源及び自然の生態系に十分配慮し、適切に行われなければな

らない。

２　環境の保全及び創造は、すべての者の協力と働きかけによって行われなければならない。

３　地球環境保全は、あらゆる事業活動及び日常生活において自主的かつ積極的に推進されなければならな

い。

（市の責務）

第４条　市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、市民の健康で文化的な生

活を確保するため、次章及び第３章に規定する環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を

策定し、及び実施する責務を有する。

（事業者の責務）

第５条　事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公害を‍‍防

止し、又は自然環境を適正に保全するため、必要な措置を講ずる責務を有する。

２　事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売その他

の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正‍な

条 例



処理が図られることとなるよう必要な措置を講ずる責務を有する。

３　事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売その他

の事業活動を行うに当たっては、環境への負荷を低減させるため、必要な措置を講ずる責務を有する。

４　前３項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、市が実施する環境の保全及び創造に関‍す

る施策に積極的に協力する責務を有する。

（市民の責務）

第６条　市民は、基本理念にのっとり、日常生活から生ずる環境の保全上の支障の防止に努める責務を有す

る。

２　前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、市が実施する環境の保全及び創造に関する‍施

策に積極的に協力する責務を有する。

第２章　環境の保全及び創造に関する施策の基本方針等

（施策の基本方針）

第７条　市は、環境の保全及び創造に関する施策の策定及び実施に当たっては、基本理念にのっとり、次に

掲げる事項の確保を旨として、各種の施策相互の連携を図りつつ総合的かつ計画的に行わなければならな

い。

　⑴　公害を防止し、大気、水、土壌その他の環境の自然的構成要素を良好な状態に保持することにより、‍

市民の健康を保護し、生活環境及び自然環境を適正に保全すること。

　⑵　生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保を図るとともに、森林、‍農

地、水辺地等における多様な自然環境の保全及び回復を図り、人と自然が健全に共生できる良好な‍環境

を確保すること。

　⑶　人と自然との豊かな触れ合いの確保並びに良好な景観の創造と保全及び歴史的文化遺産の保全を図‍る

こと。

　⑷　資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用、廃棄物の減量等の推進を図ること。

　⑸　地球環境保全及び環境への負荷の低減を図ること。

（環境基本計画の策定及び公表）

第８条　市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、会津若松市環境‍基

本計画（以下「環境基本計画」という。）を定めるものとする。

２　環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

　⑴　環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の方向

　⑵　前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために‍必

要な事項

３　市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民の意見を反映するよう必要な措置を講じなければ‍な

らない。

４　市長は、環境基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。

５　環境基本計画を変更する場合は、前２項の規定を準用する。

（市の施策の策定等に当たっての配慮）

第９条　市は、施策の策定及び実施に当たっては、環境の保全及び創造に配慮するとともに環境基本計画‍と

の整合を図るものとする。

第３章　環境の保全及び創造に関する活動の支援等

（情報の収集）

第10条　市は、環境の保全及び創造に関する情報を積極的に収集するものとする。

（情報の提供）

第11条　市は、環境の保全及び創造に関する情報を積極的に提供するものとする。

（環境教育及び学習の促進）

第12条　市は、環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興を図り、すべての者が環境の保全及び創

造についての理解を深めるとともに、これらの者の環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進‍‍さ

れるようにするため、必要な措置を講ずるものとする。

（自主的活動の支援）

第13条　市は、事業者、市民又はこれらの者が組織する民間の団体が自発的に行う環境の保全及び創造‍に

関する活動が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

（国及び他の地方公共団体との連携）

第14条　市は、広域的な取組を必要とする環境の保全及び創造に関する施策については、国及び他の地‍方

公共団体と連携しながら、推進するよう努めるものとする。

附　則

この条例は、平成９年４月１日から施行する。



資料２　会津若松市生活環境の保全等に関する条例
平成12年３月 31日公布

会津若松市条例第16号

第１章　総則

（目的）

第１条　この条例は、会津若松市環境基本条例（平成９年会津若松市条例第18号）第３条に定める基本理

念にのっとり、法令に特別の定めがある場合を除くほか、生活環境の保全等について、市、事業者及び市

民の責務を明らかにするとともに、必要な事項を定めることにより、良好な生活環境の保全及び創造に資

することを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　生活環境の保全等　大気、水、土壌等を良好な状態に保持することにより、人の健康の保護及び生活

環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を

含む。以下同じ。）の保全及び創造を図ることをいう。

　⑵　公害　環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気

の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒

音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪臭によって、人の

健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。

　⑶　環境への負荷　人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるお

それのあるものをいう。

　⑷　空き缶等　飲食料品を収納していた容器、たばこの吸い殻、チューインガムのかみかす、紙くずその

他これらに類する物で、捨てられ、又は放置されることにより散乱の原因となるものをいう。

　⑸　ポイ捨て　空き缶等をみだりに捨てること又は放置することをいう。

　⑹　回収容器　空き缶等を回収する容器で規則で定めるものをいう。

　⑺　持帰り飲食料品　屋外において容易に飲食できる飲食料品であって、これを収納する容器その他これ

に類する物が捨てられ、又は放置されることにより散乱の原因となるものをいう。

　⑻　公共の場所等　公共の場所及び自己が所有し、又は管理する以外の土地又は施設をいう。

　⑼　自転車　道路交通法（昭和35年法律第 105号）第２条第１項第11号の２に規定する自転車をいう。

　⑽　自転車の放置　公共の場所等において、自転車の利用者等（利用者、所有者及び管理者をいう。以下

同じ。）が自転車から離れてこれを直ちに移動することができない状態をいう。

　⑾　公共用水域　河川、湖沼その他公共用に供される水域及びこれに接続する公共溝きょ、かんがい用水

路その他公共用に供される水路（下水道法（昭和33年法律第 79号）第２条第３号に規定する公共下水

道及び同条第４号に規定する流域下水道であって、同条第６号に規定する終末処理場を設置しているも

の（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）、会津若松市農業集落排水処理施設条例（平成

10年会津若松市条例第26号）第３条第１項に規定する農業集落排水処理施設その他これらに類する施

設を除く。）をいう。

　⑿　小規模焼却炉　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令第 300号）第５条第１項

に規定するごみ処理施設である焼却施設以外の焼却施設をいう。

　⒀　一般廃棄物　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第137号）第２条第２項に規定す

る一般廃棄物をいう。

　⒁　野焼き　一般廃棄物を処理することを目的として、焼却施設を用いずに一般廃棄物を焼却することを

いう。

　⒂　地球環境保全　人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、野生生物の種の減少そ

の他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福

祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。

　⒃　自動車等　道路運送車両法（昭和 26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車及び同条第３

項に規定する原動機付自転車をいう。

第２章　市、事業者及び市民の責務

（市の責務）

第３条　市は、公害を未然に防止する等生活環境の保全等に努め、もって現在及び将来の市民の健康で快適

な生活を確保しなければならない。

（施設の整備）

第４条　市は、生活環境の保全等のため、必要な施設の整備に努めなければならない。

（調査、監視及び公表）

第５条　市は、生活環境の保全等のため、市域の生活環境に関する必要な調査、監視及び研究に努めなけれ

ばならない。

２　市は、前項の調査等を迅速かつ的確に行うために必要な測定機器、施設及び組織の効果的な整備に努め

なければならない。



３　市は、第１項の調査等の結果明らかになった市域の生活環境の状況を公表しなければならない。

（苦情の処理）

第６条　市は、公害及び生活環境の悪化に関する苦情があったときは、その実情を調査し、必要に応じ県そ

の他の関係機関と協力し、その適切な処理に努めなければならない。

（市民意識の啓発）

第７条　市は、生活環境の保全等のため、市民に対して生活環境の保全等に関する知識の普及及び意識の啓

発に努めなければならない。

（環境保全協定）

第８条　市は、工場又は事業場の規模、業態、立地条件等から総合的に判断し、生活環境の保全等のために

必要があると認めるときは、当該工場又は事業場を設置する事業者に対し、環境保全協定の締結を申し入

れるものとする。

２　事業者は、前項の規定による協定締結の申入れがあったときは、これに応じなければならない。

（事業者の責務）

第９条　事業者は、生活環境の保全等のため、事業活動から生ずる環境への負荷の低減に努めなければなら

ない。

２　事業者は、その事業活動に伴って生ずる公害を防止するため、自らの責任と負担において必要な措置を

講じなければならない。

３　事業者は、その事業活動を行うに当たっては、公害の生ずるおそれがあるものを厳重に管理するととも

に、公害その他市民の生活環境に支障を及ぼす行為に係る紛争が生じたときは、速やかにその解決に努め

なければならない。

４　前３項に定めるもののほか、事業者は、市が実施する環境施策に協力しなければならない。

（市民の責務）

第10条　市民は、生活環境の保全等のため、日常生活から生ずる環境への負荷の低減に努めなければなら

ない。

２　市民は、生活環境の保全等に関する取組を自ら積極的に行うよう努めなければならない。

３　前２項に定めるもののほか、市民は、市が実施する環境施策に協力しなければならない。

第３章　公害の防止

（公害防止計画の提出命令）

第11条　市長は、事業者の事業活動により公害が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、規

則で定めるところにより、当該事業者に対し、期限を定めて公害防止計画（以下「防止計画」という。）

の提出を命ずることができる。

２　市長は、前項の規定により防止計画の提出を命ずるときは、当該防止計画に記載すべき事項を示して行

わなければならない。

（計画変更命令）

第12条　市長は、前条第１項の規定により提出された防止計画が公害を防止するために適切でないと認め

るときは、当該防止計画の変更を命ずることができる。

（実施命令）

第13条　市長は、事業者が第11条第１項の規定により提出した防止計画又は前条の規定により変更を命じ

られた防止計画において定めた措置を講じないときは、当該事業者に対し、期限を定めて当該措置の実

施を命ずることができる。

（緊急時の協力要請等）

第14条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、関係事業者に対し、ばい煙又は排出水の量の減

少について協力を求めることができる。

　⑴　気象状況の影響により大気の汚染が著しく人の健康を害し、又は生活環境を損なうおそれがあると認

めるとき。

　⑵　異常な渇水その他これに準ずる事由により水質の汚濁が著しく人の健康を害し、又は生活環境を損な

うおそれがあると認めるとき。

２　事業者は、前項の規定により協力を求められたときは、速やかにばい煙又は排出水の量の減少について

適切な措置を講ずるとともに、規則で定めるところにより、当該措置の状況を市長に報告しなければなら

ない。

（報告）

第15条　事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める事項を直ちに市長に報告し

なければならない。

　⑴　その者の事業活動により公害が発生し、又は発生するおそれがあると認められるときは、これらの公

害の内容及び当該公害の防止のために講じようとする措置の状況

　⑵　その者の管理する施設について故障、破損その他の事故が発生した場合において、当該事故により公

害が発生し、又は発生するおそれがあると認められるときは、当該事故の状況並びに当該事故に対する



応急の措置の内容及び復旧工事の計画

２　市長は、前項に定めるもののほか、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対し、公害の防止

に関して必要な事項の報告を求めることができる。

‍

第４章　ポイ捨て等の禁止

（ごみ持帰りの努力義務）

第16条　何人も、屋外において自ら発生させたごみを持ち帰り、ごみの散乱を防止するよう努めなければ

ならない。

（ポイ捨ての禁止）

第17条　何人も、空き缶等のポイ捨てをしてはならない。

（回収容器の設置義務等）

第18条　自動販売機による飲食料品の販売者は、空き缶等のポイ捨てを防止するために、規則で定めると

ころにより、回収容器を設置し、これを適正に管理しなければならない。

２　持帰り飲食料品の販売者は、空き缶等のポイ捨てを防止するために必要な措置を講じなければならない。

（自動販売機の設置届出義務等）

第19条　自動販売機による飲食料品の販売者は、その設置する自動販売機（規則で定める自動販売機を除

く。以下同じ。）ごとに、あらかじめ、規則で定める事項を市長に届け出なければならない。

２　前項の規定による届出をした者（その地位を承継した者を含む。以下「届出者」という。）は、届出事

項に変更（規則で定める軽微な変更を除く。）が生じたときは、その日から３０日以内にその旨を市長に

届け出なければならない。

３　届出者は、当該自動販売機の設置を廃止したときは、その日から３０日以内にその旨を市長に届け出な

ければならない。

（届出済証）

第20条　市長は、前条第１項の規定による届出があったときは、届出者に対し、‍届出済証を交付するもの

とする。

２　届出者は、当該自動販売機の見やすい箇所に届出済証を貼付しておかなけ‍ればならない。

３　届出者は、当該届出済証を忘失し、又はき損したときは、その事実を知っ‍た日から１５日以内にその旨

を市長に届け出なければならない。

（宣伝物の散乱防止）

第21条　公共の場所等において宣伝物、印刷物その他の物（以下この条におい‍て「宣伝物」という。）を

配布し、又は配布させた者は、当該配布場所及び‍その周辺において宣伝物が散乱したときは、速やかに回

収する等必要な措置‍を講じなければならない。

（犬のふんの放置の禁止）

第22条　犬の所有者（所有者以外の者が管理するときは、その者を含む。）は、‍その犬がふんをしたとき

は、これを放置してはならない。

（自転車の放置の禁止）

第23条　何人も、公共の場所等（駐輪場を除く。次条において同じ。）におい‍て自転車の放置をしてはな

らない。

（自転車の放置に対する措置）

‍第24条　市長は、公共の場所等に自転車が放置されている場合において、良好‍な生活環境を保持するため

に必要があると認めるときは、当該自転車の利用‍者等が自ら当該自転車を駐輪場その他の適切な場所に移

動すべき旨の警告書‍を当該自転車に取り付けることができる。

２　市長は、前項の規定による措置を講じたにもかかわらず、相当の期間を経‍過してもなお自転車が放置さ

れているときは、当該自転車を撤去し、保管す‍ることができる。

（保管した自転車の措置）

第25条　市長は、前条第２項の規定により自転車を撤去し、保管したときは、‍規則で定める事項を告示す

るとともに、当該自転車の利用者等に当該自転車‍を返還するために必要な措置を講じなければならない。

２　前項の規定による告示の日から起算して６月（次項において「保管期間」‍という。）を経過してもなお、

利用者等が引き取らない自転車又は利用者等‍が不明の自転車の所有権は、市に帰属する。

３　市長は、保管期間の経過前においても、第１項の規定による告示の日から‍相当な期間を経過してもなお

当該自転車を返還することができない場合にお‍いてその保管に不相当な費用を要するときは、当該自転車

について売却、廃‍棄等の処分をすることができる。

（空き地の適正管理）

第26条　空き地の所有者（所有者以外の者が管理するときは、その者を含む。）‍は、当該空き地の雑草、

枯れ草等を除去し、清潔の保持に努めることにより、‍近隣住民の生活環境を損なわないよう当該空き地を

適正に管理しなければな‍らない。

第５章　都市型及び生活型公害の防止

（公共用水域の水質汚濁の防止）



第27条　何人も、公共用水域の水質保全を図るため、洗剤等を適正に使用し、‍調理くず、食用油、残飯等

を公共用水域に流入させないよう努めなければな‍らない。

（小規模焼却炉による自家焼却の自粛）

第28条　何人も、小規模焼却炉による一般廃棄物の自家焼却の自粛に努めなけ‍ればならない。

（野焼きの禁止）

第29条　何人も、一般廃棄物の野焼きを行ってはならない。

（迷惑騒音等の発生防止）

第 30条　何人も、他人の迷惑となる騒音、振動、悪臭及びばい煙を発生させな‍いよう努めなければならな

い。

第６章　地球環境保全のための努力義務

（地球環境保全のための努力義務）

第 31条　何人も、生活環境の保全等に関する取組に当たり、地球環境保全が重‍要であるとの意識を持ち、

節電、節水、リサイクル等を推進し、環境への負‍荷の少ない生活様式の確立に努めなければならない。

（自動車等の利用者等の努力義務）

第 32条　自動車等の利用者等は、自動車等の必要な整備及び適正な運転に心が‍けるとともに、不必要なア

イドリングをしないこと及び公共交通機関、自転‍車等を利用することにより自動車等から発生する排出ガ

ス、騒音及び振動を‍低減し、地球環境保全に努めなければならない。

第７章　補　則

（生活環境保全推進員）

第 33条　市長は、第４章及び第５章に規定する事項の達成を図るため、生活環‍境の保全等に関する情報の

収集、提供、啓発、指導その他の活動を行う生活‍環境保全推進員を置くものとする。

（生活環境保全重点区域の指定）

第 34条　市長は、生活環境の保全等のため、空き缶等のポイ捨て、犬のふんの‍放置及び自転車の放置を特

に防止する必要があると認める区域を生活環境保‍全重点区域に指定することができる。

２　市長は、前項の規定による指定をするときは、これを告示しなければなら‍ない。指定した区域を変更し、

又は解除するときも、同様とする。

（立入調査）

第 35条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、指定した職員に、公‍害を発生し、若しくは発生

するおそれがあると認められる工場若しくは事業‍場、空き缶等が散乱している土地、自動販売機が設置さ

れている土地、犬の‍ふんが放置されている土地、適正な管理が行われていない空き地又は一般廃‍棄物の野

焼きが行われている土地に立ち入り、当該施設又は設備その他の物‍件について必要な調査をさせることが

できる。

２　前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、‍関係者の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。‍

３　第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの‍と解してはならない。

（指導及び助言）

第 36条　市長は、この条例の目的を達成するために必要と認めるときは、関係‍者に対し、指導又は助言を

行うことができる。

（勧告）

第 37条　市長は、第18条第１項、第19条第１項若しくは第２項、第21条、第26条又は第29条の規定に

違反している者に対し、規則で定めるところにより、‍適当な措置を講ずるよう勧告することができる。

（命令）

第 38条　市長は、公共の場所等において第17条の規定に違反してポイ捨てをし‍た者に対し、規則で定める

ところにより、空き缶等の回収その他必要な措置‍を講ずるよう命ずることができる。

２　市長は、公共の場所等において第22条の規定に違反して犬のふんを放置し‍た者に対し、規則で定める

ところにより、ふんの回収その他必要な措置を講‍ずるよう命ずることができる。

（委任）

第 39条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

第８章　罰則

第40条　第13条の規定による命令に違反した者は、10万円以下の罰金に処する。

第41条　第11条第１項の規定による命令に違反した者は、５万円以下の罰金に‍処する。

第42条　次の各号の一に該当する者は、３万円以下の罰金に処する。

　⑴　第14条第２項又は第15条第１項若しくは第２項の規定による報告をせず、‍又は虚偽の報告をした者‍

　⑵　第 35条第１項の規定による調査を拒み、妨げ又は忌避した者

第43条　第 38条第１項又は第２項の規定による命令に違反した者は、２万円以‍下の罰金に処する。



第44条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、‍その法人又は人の業務に

関して第40条から前条までの違反行為をしたときは、‍行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、

各本条の罰金刑を科する。

附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成12年 10月１日から施行する。

（会津若松市公害防止条例の廃止）

２　会津若松市公害防止条例（昭和 48年会津若松市条例第27号。次項において‍「旧条例」という。）は、

廃止する。

（経過措置）

３　この条例の施行前に旧条例の規定によりなされた処分、報告その他の行為は、‍この条例の相当規定によ

りなされた処分、報告その他の行為とみなす。‍

４　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の‍例による。

５　この条例の施行の際現に自動販売機を設置し飲食料品を販売する者に対す‍る第19条第１項の規定の適

用については、同項中「あらかじめ」とあるのは、「‍平成12年 10月 31日までに」とする。



　
大気汚染

資料３　大気汚染に係る環境基準値の概要

物　　質 環境上の条件

二酸化硫黄
1時間値の１日平均値が0.04ppm 以下であり、かつ、１時間値が0.1ppm

以下であること。(Ｓ48.5.16告示)

一酸化炭素
1時間値の１日平均値が10 ppm 以下であり、かつ、１時間値の８時間平

均値が20ppm 以下であること。(Ｓ48.5.8告示)

浮遊粒子状物質
1 時間値の１日平均値が 0.10 mg/㎥ 以下であり、かつ、１時間値が

0.20mg/㎥以下であること。(Ｓ48.5.8告示)

二酸化窒素
１時間値の１日平均値が 0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ

以下であること。(Ｓ53.7.11告示)

光化学オキシダント １時間値が0.06ppm 以下であること。(Ｓ48.5.8告示)

ベンゼン １年平均値が 0.003 mg/㎥以下であること。(Ｈ9.2.4告示)

トリクロロエチレン １年平均値が 0.13 mg/㎥以下であること。(Ｈ30.11.19告示)

テトラクロロエチレン １年平均値が 0.2 mg/㎥ 以下であること。(Ｈ9.2.4告示)

ジクロロメタン １年平均値が0.15mg/㎥以下であること。(Ｈ13.4.20告示)

ダイオキシン(大気) １年平均値が0.6pg-TEQ/㎥以下であること。(Ｈ11.12.27告示)

微小粒子状物質(PM2.5)
１年間の平均値が15μｇ/㎥以下であり、かつ１日平均値が 35μｇ/㎥

以下であること。（Ｈ21.9.9告示）

備考：環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につい

ては適用しません。

[大気汚染に係る環境基準　平成８年環境庁告示第73号(最終改正)]

[二酸化窒素に係る環境基準　平成８年環境庁告示第74号(最終改正)]

[有害大気汚染物質(ベンゼン等)に係る環境基準　平成30年環境省告示第100号(最終改正)]

[ダイオキシン類に係る環境基準　平成21年環境省告示第11号(最終改正)]

[微小粒子状物質に係る環境基準　平成21年環境省告示第33号]



  
 水質汚濁

資料４　人の健康の保護に関する環境基準

項　　　　　目 基　　準　　値

カドミウム 0.003 mg / L以下

全シアン 検出されないこと

鉛 0.01 mg / L 以下

六価クロム 0.05 mg / L 以下

砒素 0.01 mg / L 以下

総水銀 0.0005 mg / L 以下

アルキル水銀 検出されないこと

ＰＣＢ 検出されないこと

ジクロロメタン 0.02 mg / L 以下

四塩化炭素 0.002 mg / L 以下

1，2 -ジクロロエタン 0.004 mg / L 以下

1，1 –ジクロロエチレン 0.1 mg / L 以下

ｼｽ-1，2 –ジクロロエチレン 0.04 mg / L 以下

1，1，1 –トリクロロエタン 1 mg / L 以下

1，1，2 –トリクロロエタン 0.006 mg / L 以下

トリクロロエチレン 0.01 mg / L 以下

テトラクロロエチレン 0.01 mg / L 以下

1，3 –ジクロロプロペン 0.002 mg / L 以下

チウラム 0.006 mg / L 以下

シマジン 0.003 mg / L 以下

チオベンカルブ 0.02 mg / L 以下

ベンゼン 0.01 mg / L 以下

セレン 0.01 mg / L 以下

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 mg / L 以下

ふっ素 0.8 mg / L 以下

ほう素 1 mg / L 以下

1，4-ジオキサン 0.05 mg / L 以下

備考

１．基準値は年間の平均値とします。ただし、全シアンに係る基準値については 最高値とします。

２．「検出されないこと」とは、定められた測定方法により測定した結果、定量限界を下回ること

   をいいます。

　[水質汚濁に係る環境基準　平成31年環境省告示第46号(最終改正)]



資料５　生活環境の保全に関する環境基準（河川）

備考　１．基準値は、日間平均とします（湖沼もこれに準じます）。

　　　２．農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量５㎎/L以上とし

         ます（湖沼もこれに準じます）。

　　　３．CFUは大腸菌数を表す単位です。

　　　４．ＡＡ、Ｃ、Ｄ、Ｅ類型については、本市では該当する地域がないため、基準値を記載してい

         ません。

資料６　生活環境の保全に関する環境基準（天然湖及び貯水量1,000万ｍ３以上の人工湖）

項
目

類
型

基　準　値

該当水域水素イオン濃度

（ｐH）

化学的酸素

要求量（COD）

浮遊物質量

（SS）

溶存酸素量

（DO）
大腸菌数

A
6.5以上

8.5以下
３㎎/L以下 ５㎎/L以下 7.5㎎/L以上

300CFU/

100ml以下

猪苗代湖

(pHは適用

しない)

東山ダム貯

水池

備考　１．水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適

         用しません。

　　　２．ＡＡ、Ｂ、Ｃ類型については、本市では該当する地域がないため、基準値を記載していま

         せん。

資料７　生活環境の保全に関する環境基準(窒素､リン)

項
目類

型

基　準　値
該　当　水　域

総　リ　ン

Ⅱ 0.01 mg/L以下
猪苗代湖、東山ダム貯水池

（東山ダムは令和２年度までの暫定目標 0.014）

備考　１．基準値は年間平均値とします。

　　　２．全窒素については、本市では該当する水域がないため、基準値を記載していません。

　　　３．Ⅰ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ類型については、本市では該当する地域がないため、基準値を記載してい

         ません。

項
目

類
型

基　準　値

該当水域
水素イオン濃度

（ｐH）

生物化学的
酸素要求量
（BOD）

浮遊物質量
（SS）

溶存酸素量
（DO）

大腸菌数

A
6.5以上
8.5以下 2㎎/L以下 25㎎/L以下

7.5㎎/L以
上

300CFU/
100mℓ以下

阿賀川(大川）
湯川（滝見橋
より上流）
宮川
日橋川

B 6.5以上
8.5以下

3㎎/L以下 25㎎/L以下 5㎎/L以上 １,000CFU/
100mℓ以下

湯川（滝見橋
より下流）
旧湯川



資料８　令和４年度公共用水域水質調査結果

①湯川

①－１　雨降り滝上流 （環境基準類型　：　Ａ　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 11.0 15.0 16.5 21.5 21.5 18.5 15.0 10.1 5.0 4.1 13.8

ｐＨ 7.4 7.5 7.7 7.7 7.7 7.6 7.6 7.7 7.6 7.4 7.6

透視度 cm >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 11.6 10.3 10.2 8.7 9.2 9.2 10.0 11.4 11.6 12.8 10.5

ＢＯＤ mg/L 0.7 0.6 0.7 0.9 0.9 0.8 0.8 0.5 0.7

ＣＯＤ mg/L 2.3 2.4 3.2 2.8 3.5 4.4 3.5 2.6 3.0 2.7 3.0

ＳＳ mg/L 2 3 3 4 2 1 3 2 2 1 2

総窒素 mg/L 0.34 0.28 0.34 0.26 0.30 0.39 0.30 0.21 0.26 0.42 0.31

総リン mg/L 0.008 0.011 0.017 0.016 0.014 0.012 0.015 0.009 0.001 0.010 0.012

①－２　小田橋 （環境基準類型 ： Ｂ）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 12.7 17.2 18.5 23.5 23.5 20.0 15.5 13.5 5.5 5.8 15.5

ｐＨ 7.4 8.0 7.7 8.0 7.7 7.7 7.6 7.6 7.6 7.4 7.6

透視度 cm >50 >50 >50 >50 >50 6 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 11.1 10.9 9.8 9.5 8.5 9.5 10.5 11.2 11.8 12.6 10.5

ＢＯＤ mg/L 0.7 0.9 0.7 0.8 0.8 0.9 0.8 0.7 0.7

ＣＯＤ mg/L 2.2 2.5 3.1 2.5 3.5 3.7 3.0 2.3 2.7 2.6 2.8

ＳＳ mg/L 3 2 3 4 5 2 2 2 1 1 2

総窒素 mg/L 0.34 0.33 0.33 0.34 0.41 0.40 0.37 0.21 0.31 0.49 0.35

総リン mg/L 0.015 0.027 0.024 0.029 0.031 0.030 0.026 0.018 0.015 0.015 0.022

①－３　烏　橋 （環境基準類型　：　Ｂ　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平　均

水温 ℃ 11.0 15.6 18.1 24.4 23.7 22.4 15.3 10.8 5.3 3.0 4.4 5.2 13.3

ｐＨ 7.3 7.9 7.2 7.6 7.1 7.0 8.5 7.6 7.0 7.1 7.3 7.7 7.5

透視度 cm 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

ＤＯ mg/L 11.1 12.0 10.9 9.3 9.5 8.1 10.7 12.0 13.0 13.7 13.5 13.8 11.5

ＢＯＤ mg/L 1.3 1.3 1.4 0.7 1.0 1.1 1.1 1.8 1.2 0.9 1.2 0.9 1.2

ＣＯＤ mg/L 2.1 2.0 3.5 2.7 3.2 3.6 3.0 3.0 3.5 3.1 2.2 2.8 2.9

ＳＳ mg/L 4 2 2 2 5 5 2 4 4 5 2 2 3

総窒素 mg/L 0.20 0.30 0.70 0.40 0.40 0.40 0.20 0.50 0.6 0.3 0.50 0.40

総リン mg/L <0.05 0.050 0.090 0.060 0.060 <0.05 <0.05 0.050 0.050 <0.05 <0.05 0.060

①－４　鍛治屋敷（天神橋） （環境基準類型 ： Ｂ）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 11.4 14.5 17.2 23.4 22.7 22.0 15.0 9.8 5.2 3.4 4.2 5.1 12.8

ｐＨ 7.0 7.2 7.0 7.0 6.7 6.9 6.5 7.9 6.9 6.9 7.2 7.5 7.1

透視度 cm 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

ＤＯ mg/L 11.4 11.6 9.7 8.7 8.9 8.6 9.7 11.5 13.2 13.8 13.5 13.5 11.2

ＢＯＤ mg/L 1.3 1.8 1.9 1.2 1.2 1.6 0.9 2.5 2.3 1.3 1.7 1.3 1.6

ＣＯＤ mg/L 2.7 3.3 4.8 3.2 4.0 4.2 3.4 3.0 4.4 3.3 3.1 3.0 3.5

ＳＳ mg/L 4 8 6 2 8 11 2 2 8 3 2 3 5

総窒素 mg/L 0.40 0.60 0.80 0.70 1.00 0.90 0.50 1.10 1.40 1.1 1.0 0.80 0.90

総リン mg/L 0.070 0.090 0.120 0.140 0.120 0.130 0.060 0.150 0.130 0.080 0.090 0.060 0.100

①－５　阿賀川合流前 （環境基準類型　：　Ｂ　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 13.5 17.0 19.0 24.0 23.8 20.0 15.5 10 5.0 7.0 15.5

ｐＨ 7.4 7.4 7.4 7.5 7.5 7.5 7.7 7.6 7.7 7.5 7.5

透視度 cm >50 33 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 11.5 9.9 9.3 8.7 8.0 10.7 10.0 11.6 12.7 13.0 10.5

ＢＯＤ mg/L 1.6 2.4 1.6 1.2 1.7 1.9 1.9 2.4 1.8 1.8 1.8

ＣＯＤ mg/L 3.1 4.9 3.9 3.0 4.5 3.6 3.4 3.6 3.9 3.3 3.7

ＳＳ mg/L 7 21 9 3 11 50 4 6 10 6 8

総窒素 mg/L 0.71 1.03 0.83 0.77 1.09 1.59 1.52 0.18 1.11 1.10 0.99

総リン mg/L 0.069 0.175 0.095 0.093 0.133 0.126 0.090 0.083 0.109 0.070 0.104

＜0.5 ＜0.5

＞50 ＞50

＜0.5 ＜0.5

＜0.2

＜0.05

＞50



②旧湯川
②－１　柳橋 （環境基準類型　：　Ｂ　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 11.0 13.3 16.0 23.1 22.8 22.2 15.0 10.3 5.6 3.5 3.9 4.7 12.6

ｐＨ 6.7 6.5 6.8 6.7 6.6 6.6 6.0 7.5 6.5 6.7 7.0 6.9 6.7

透視度 cm 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

ＤＯ mg/L 11.9 10.9 10.1 8.6 10.1 7.7 9.8 11.0 13.0 13.5 12.7 12.7 11.0

ＢＯＤ mg/L 1.2 1.5 1.2 1.0 0.8 0.9 0.9 1.5 1.0 0.8 0.9 1.0 1.1

ＣＯＤ mg/L 2.0 2.1 4.6 3.3 3.2 3.7 2.9 3.2 3.1 2.6 2.5 2.6 3.0

ＳＳ mg/L 4 4 7 6 10 7 4 6 6 2 2 3 5

総窒素 mg/L 0.20 0.40 0.40 0.40 0.60 0.50 0.40 0.40 0.50 0.5 0.5 0.50 0.40

総リン mg/L 0.070 0.100 0.070 <0.05 <0.05 0.060 0.050 0.060

②－２　湯川橋 （環境基準類型　：　Ｂ　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 16.0 20.5 21.0 25.5 23.8 21.5 18.0 14 7.8 7.3 17.5

ｐＨ 7.5 7.1 7.3 7.5 7.3 7.5 7.7 7.5 7.5 7.3 7.4

透視度 cm >50 9 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 10.5 8.5 8.7 7.9 8.1 8.2 9.1 10.0 11.2 11.6 9.4

ＢＯＤ mg/L 1.0 1.6 0.8 1.0 1.1 0.7 0.6 0.7 0.8 0.9

ＣＯＤ mg/L 3.4 7.5 3.4 4.2 4.8 4.0 3.5 2.9 2.7 2.7 3.9

ＳＳ mg/L 11 71 9 13 18 14 6 5 7 4 16

総窒素 mg/L 1.38 1.31 0.78 1.02 0.99 0.88 2.96 2.16 0.89 0.67 1.30

総リン mg/L 0.234 0.356 0.103 0.150 0.185 0.201 0.445 0.181 0.151 0.038 0.204

③古川

（環境基準類型　：　なし　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 12.0 16.3 18.4 24.2 23.3 22.1 16.3 11.9 5.7 4.0 5.4 6.5 13.8

ｐＨ 7.8 7.8 7.2 9.0 7.2 7.0 8.5 7.3 6.9 7.1 7.1 7.4 7.5

透視度 cm 50 50 50 50 50 41 50 50 38 50 50 50 48

ＤＯ mg/L 12.4 12.5 9.8 10.1 10.5 7.5 13.8 10.6 11.5 13.5 12.1 13.1 11.5

ＢＯＤ mg/L 2.7 3.4 3.0 1.7 2.4 3.8 1.9 4.3 4.2 2.8 3.1 2.9 3.0

ＣＯＤ mg/L 4.0 3.7 6.2 4.4 4.2 8.1 4.9 4.8 7.9 4.7 5.0 4.3 5.2

ＳＳ mg/L 4 6 7 1 10 20 4 7 15 4 3 3 7

総窒素 mg/L 0.70 1.50 1.30 1.00 1.40 1.50 1.70 1.90 1.70 2.0 2.0 1.60 1.50

総リン mg/L 0.160 0.180 0.210 0.240 0.200 0.260 0.240 0.240 0.250 0.160 0.180 0.140 0.210

④湯川流入河川

（環境基準類型　：　なし　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 12.4 14.2 16.9 23.6 23.6 22.1 15.6 8.9 6.3 4.7 4.8 5.7 13.2

ｐＨ 8.2 7.6 7.1 7.5 7.4 7.0 8.9 7.7 7.0 7.2 7.3 8.3 7.6

透視度 cm 50 46 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

ＤＯ mg/L 12.8 12.0 9.7 8.7 10.8 8.2 15.3 12.4 11.2 13.9 12.5 14.4 11.8

ＢＯＤ mg/L 6.4 8.0 3.1 2.1 1.9 1.9 3.5 6.5 3.1 2.2 3.3 4.6 3.9

ＣＯＤ mg/L 6.3 6.6 4.5 4.8 4.2 4.4 11.1 8.2 3.4 3.2 4.4 5.6 5.6

ＳＳ mg/L 7 16 4 1 2 7 1 3 4 9 3 5

総窒素 mg/L 1.80 3.50 1.00 1.20 1.30 0.80 5.60 3.70 2.20 2.0 2.5 2.30 2.30

総リン mg/L 0.290 0.470 0.160 0.210 0.170 0.100 3.650 0.780 0.160 0.170 0.210 0.250 0.550

⑤不動川

⑤－１　不動川橋 （環境基準類型　：　なし　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 14.0 17.5 19.0 24.0 23.5 21.5 16.0 12.8 5.5 6.4 16.0

ｐＨ 7.6 7.4 7.5 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.7 7.5 7.6

透視度 cm >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 11.4 10.9 9.8 8.4 8.3 9.2 9.6 10.7 11.7 12.3 10.2

ＢＯＤ mg/L 1.4 1.1 0.9 0.9 0.8 0.8 1.0 0.5 0.8 0.8 0.9

ＣＯＤ mg/L 2.9 2.6 2.4 2.8 3.0 2.4 2.6 2.2 2.9 2.8 2.6

ＳＳ mg/L 3 8 4 9 6 2 3 2 6 2 5

総窒素 mg/L 0.75 0.53 0.49 0.43 0.44 0.47 0.52 0.53 0.70 0.84 0.57

総リン mg/L 0.060 0.043 0.041 0.044 0.042 0.043 0.045 0.043 0.062 0.037 0.046

＜0.05 ＜0.05 ＜0.05 ＜0.05 ＜0.05

＞50

＜0.5

③－1　城西橋

④－1　黒川排水路

＜1.0



⑥金山川

⑥－１　大工川 （環境基準類型　：　なし　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 17.0 18.0 23.5 26.0 25.0 24.5 16.0 12.5 4.5 7.5 17.5

ｐＨ 7.7 7.2 7.4 7.5 7.6 7.6 7.6 7.5 7.6 7.4 7.5

透視度 cm >50 22 >50 20 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 10.8 9.7 9.4 8.0 8.0 9.1 10.4 11.5 12.2 11.6 10.1

ＢＯＤ mg/L 1.6 1.1 1.0 1.1 1.1 0.6 0.5 0.6 0.5 0.9

ＣＯＤ mg/L 3.6 4.5 3.8 3.8 5.5 2.3 2.1 1.9 3.7 2.9 3.4

ＳＳ mg/L 4 26 9 9 28 3 3 2 3 4 9

総窒素 mg/L 0.46 0.94 0.47 0.37 0.57 0.27 0.28 0.27 0.66 0.70 0.50

総リン mg/L 0.025 0.101 0.048 0.049 0.088 0.027 0.020 0.025 0.035 0.031 0.045

⑦日橋堰

⑦－１　河東町水路 （環境基準類型　：　なし　）

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

水温 ℃ 10.5 18.1 18.1 24.2 24.5 22.6 16.3 10.8 5.7 3.7 4.6 6.8 13.8

ｐＨ 7.5 7.0 7.1 7.1 7.1 7.2 7.7 7.1 7.0 7.4 7.3 7.5 7.3

透視度 cm 50 4 50 50 50 40 50 50 41 50 50 50 45

ＤＯ mg/L 11.5 9.1 9.1 8.2 9.8 8.5 8.1 10.6 12.4 13.8 14.1 12.5 10.6

ＢＯＤ mg/L 4.6 3.8 1.1 1.7 0.9 1.3 10.8 1.9 1.8 2.7 2.1 2.2 2.9

ＣＯＤ mg/L 5.1 13.0 3.9 3.7 4.0 6.2 19.3 3.0 6.0 4.0 4.5 5.9 6.6

ＳＳ mg/L 7 230 8 13 10 12 4 5 12 2 3 2 26

総窒素 mg/L 0.40 3.50 0.30 0.60 1.70 1.20 0.50 0.30 1.10 1.0 0.9 0.60 1.00

総リン mg/L 0.050 0.500 0.050 0.110 0.090 0.140 0.090 <0.05 0.130 0.050 0.070 0.120

備考

２．定量限界値以下の場合は、定量限界値を用いて平均値を出しています。
３．環境基準値は主要河川にのみ定められ、市内では、湯川と旧湯川が対象です。

＞50 ＞50 ＞50 ＞50

＜0.5

＜0.05

１．環境基準類型については、105ページ　資料５を参照。



資料９　  令和４年度　猪苗代湖及び流入河川水質調査結果

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ３月 平均

水温 ℃ 11.0 17.0 18.0 24.0 24.5 22.4 11.5 14.5 6.0 4.7 15.4

ｐＨ 7.1 7.5 7.4 7.6 7.5 7.2 7.3 7.2 7.3 7.1 7.3

透視度 (cm) >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 12.1 10.7 10.9 8.4 8.3 9.2 10.0 10.0 10.9 12.3 10.3

ＢＯＤ mg/L <0.5 0.6 <0.5 0.5 0.6 <0.5 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.6

ＣＯＤ mg/L 1.3 1.3 1.4 1.4 1.4 1.6 1.6 1.0 1.0 1.2 1.3

ＳＳ mg/L 1 3 8 2 1 <1 3 <1 <1 <1 3

総窒素 mg/L 0.25 0.33 0.25 0.21 0.18 0.20 0.19 0.18 0.20 0.24 0.22

総リン mg/L 0.003 0.009 0.007 0.004 0.004 <0.003 0.006 <0.003 <0.003 0.004 0.005

大腸菌数 CFU/100mL <1 <1 1 1 1 <1 <1 <1 <1 1 1 

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ３月 平均

水温 ℃ 13.0 19.5 20.0 22.0 22.0 17.8 13.5 8.7 3.5 4.9 14.5

ｐＨ 7.9 7.0 7.4 7.7 7.5 7.7 7.7 7.7 7.5 7.4 7.6

透視度 (cm) >50 18 >50 43 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 12.7 8.9 9.0 7.6 7.2 8.3 9.4 10.4 11.5 11.1 9.6

ＢＯＤ mg/L 1.0 2.6 1.4 1.1 1.5 0.6 0.9 <0.5 <0.5 0.9 1.3

ＣＯＤ mg/L 5.4 17.0 7.5 8.7 12.0 10.2 9.2 5.8 7.6 6.0 8.9

ＳＳ mg/L 3 182 14 6 24 4.0 5 2.0 3.0 <1 27

総窒素 mg/L 0.45 2.18 0.60 0.82 1.39 0.87 0.82 0.52 2.42 1.62 1.17

総リン mg/L 0.017 0.592 0.073 0.086 0.166 0.062 0.046 0.027 0.094 0.051 0.121

大腸菌数 CFU/100mL 6 52 66 44 150 130 57 8 8 4 53 

測定項目 単位 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ３月 平均

水温 ℃ 12.0 17.5 18.0 17.0 23.0 16.6 12.5 8.0 3.1 5.7 13.3

ｐＨ 7.4 7.0 7.2 7.4 7.4 7.6 7.5 7.6 7.4 7.4 7.4

透視度 (cm) >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50 >50

ＤＯ mg/L 10.9 11.1 8.9 8.1 9.0 9.4 9.8 11.1 12.3 11.6 10.2

ＢＯＤ mg/L <0.5 0.5 0.5 0.7 0.7 <0.5 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.6

ＣＯＤ mg/L 1.6 2.6 4.0 3.3 2.7 2.0 1.4 1.4 2.0 2.0 2.3

ＳＳ mg/L 7 6 20 9 9 1.0 1 <1 4.0 6 7

総窒素 mg/L 0.47 0.49 0.48 0.44 0.40 0.39 0.29 0.23 0.67 0.66 0.45

総リン mg/L 0.015 0.042 0.039 0.033 0.031 0.014 0.012 0.016 0.030 0.009 0.024

大腸菌数 CFU/100mL 8 37 340 83 49 470 220 24 39 17 129 

　備考　 １．定量限界値以下の場合は、定量限界値を用いて平均値を出しています。

猪苗代湖(中田浜)

赤井川（戸ノ口橋)

原川　(崎川橋)



  騒音・振動

資料10　騒音にかかる環境基準

 ■一般地域（道路に面しない地域）

地域の類型

基　準　値（ｄＢ）

本市における該当地域昼　　間
（６時～22時）

夜　　間
（22時～６時）

ＡＡ 特に静穏を要する地域 50以下 40以下 ―

Ａ
専ら住居の用に供される
地域

55以下 45以下
第１種低層住居専用地域
第１種・第２種中高層住居専用
地域

Ｂ
主として住居の用に供さ
れる地域

55以下 45以下
第１種・第２種住居地域
準住居地域

Ｃ
相当数の住居と併せて、
商業、工業の用に供され
る地域

60以下 50以下
近隣商業地域、商業地域
準工業地域、工業地域

　注　特に静穏を要する地域とは、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域などです。

　

■道路に面する地域

地　域　の　区　分

基　準　値（ｄＢ）

昼　　間
（６時～22時）

夜　　間
（22時～６時）

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 60以下 55以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域
及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 65以下 60以下

幹線交通を担う道路に近接する空間（特例） 70以下 65以下

（注１）幹線交通を担う道路：高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町村道に

あっては、４車線以上の車線を有する区間に限る。）等を表します。

（注２）幹線交通を担う道路に近接する空間：以下のように車線数の区分に応じて道路の敷地境界線

からの距離によりその範囲が特定されます。

　　　・２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路…15メートルまでの範囲

　　　・２車線を越える車線を有する幹線交通を担う道路…20メートルまでの範囲

（注３）幹線交通を担う道路に近接する空間において、個別の住居等において騒音の影響を受けやす

い面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基

準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以下）によることができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[騒音に係る環境基準　平成24年環境省告示第54号

(最終改正)]



資料11　騒音規制法・県条例の規制地域及び規制基準

地域区分

基準値（dB)・時間の区分

該当地域
（都市計画法に定める用途地域）昼　間

（７時～19時）

朝
（６時～７時）

夕
（19時～22時）

夜間
（22時～６時）

第１種区域 50 45 40 第1種低層住居専用地域

第２種区域 55 50 45
第１種・第２種中高層住居専用地

域、第１種・第２種住居地域、準

住居地域

第３種区域 60 55 50
近隣商業地域、商業地域、準工業

地域及び用途地域以外の地域

第４種区域 65 60 55 工業地域

第  ５  種区域  75 70 65 工業専用地域

（注１）学校、保育所、病院、診療所（患者の収容施設を有するもの）、図書館並びに特別養護老人
ホーム及び幼保連携型認定こども園の敷地の周囲50ｍ区域では上表に掲げる数値からそれぞれ５
ｄＢを減じた値となります（ただし、第１種区域を除く。）。

（注２）工場等の敷地が区域の区分を異にする隣地と直接接する場合における規制基準は、当該工場
等の敷地に係る区域の区分に応じた値と当該隣地に係る区域の区分に応じた値との和の２分の１
に相当する値です。

（注３）該当地域のうち下線を付した地域は、県条例の規制地域です。

資料12　特定及び指定施設一覧　・・・【※設置 30日前までに市に届出が必要です。】
　１　　 金属加工機械

　 イ 圧延機械（原動機の定格出力の合計が22.5kW以上のものに限る。）

　 ロ 製管機械

　 ハ ベンディングマシン（ロール式のものであつて、原動機の定格出力が 3.75kW以上のものに限る。）

　 ニ 液圧プレス（矯正プレスを除く。）

　 ホ 機械プレス（呼び加圧能力が294 ｷﾛﾆｭｰﾄﾝ以上のものに限る。）

　 へ せん断機（原動機の定格出力が 3.75kW以上のものに限る。）

　 ト 鍛造機

　 チ ワイヤーフォーミングマシン

　 リ ブラスト（タンブラスト以外のものであつて、密閉式のものを除く。）

　 ヌ タンブラー

　 ル 切断機（といしを用いるものに限る。）

２ 空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

３ 土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

県 土石用又は鉱物用の破砕機及び摩砕機（原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

県
土石用、鉱物用、飼料・有機質肥料製造用又は農薬製造用のふるい分機及び分級機(原動機の定格出力が 7.5kW
以上のものに限る。)



4 織機（原動機を用いるものに限る。）

  ５　  　建設用資材製造機械

　 イ コンクリートプラント（気泡ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄを除き、混練機の混練容量が0.45㎥以上のものに限る。）

　 ロ アスファルトプラント（混練機の混練重量が200㎏以上のものに限る。）

６ 穀物用製粉機（ロール式のものであつて、原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

７
　

木材加工機械

イ ドラムバーカー

　 ロ チッパー（原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。）

　 ハ 砕木機

　 ニ 帯のこ盤（製材用のものにあつては原動機の定格出力が15kW以上のもの、木工用のものにあっては原動
機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。）　

　 ホ 丸のこ盤（製材用のものにあつては原動機の定格出力が15kW以上のもの、木工用のものにあっては原動
機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。）　

　 へ かんな盤（原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。）

８ 抄紙機

９ 印刷機械（原動機を用いるものに限る。）

10 合成樹脂用射出成形機

11 鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）

県 ガソリンエンジン(定格出力が 7.5kW以上のものに限る。)

県 ディーゼルエンジン(定格出力が 7.5kW以上のものに限る。)

県 冷凍機(原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。)

（注１）　県条例の騒音指定施設は、騒音規制法に規定する指定地域内にある特定工場等に設置する
　　　　騒音発生施設には適用されません。
（注２）　特定及び指定施設のうち「県」と明記されている施設は、県条例のみの指定施設です。

資料13　振動規制法の規制地域及び規制基準

地域区分

基準値（dB)・時間の区分
該当地域

（都市計画法に定める用途地域）
昼間

（７時～19
時）

夜間
（19時～７

時）

第１種区
域 60 55

第１種低層住居専用地域、第１種・第２種中高層住居専
用地域、第１種・第２種住居地域、準住居地域

第２種区
域 65 60 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

（注）ただし、学校、保育所、病院、診療所（患者の収容施設を有するもの）、図書館及び特別養護
老人ホーム及び幼保連携型認定こども園の周囲おおむね 50メートルの区域内における規制基準は、当
該各欄に定める当該値から５ｄＢ減じた値とします。



資料14　振動規制法の特定施設・・・【※設置 30日前までに市に届出が必要です。】

１
　

金属加工機械

イ 液圧プレス（矯正プレスを除く。）

　 ロ 機械プレス

　 ハ せん断機（原動機の定格出力が１ kW以上のものに限る。）

　 ニ 鍛造機

　 ホ ワイヤーフォーミングマシン（原動機の定格出力が 37.5kW以上のものに限る。）

２ 圧縮機（原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

３ 土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が 7.5kW以上のものに限る。）

４ 織機（原動機を用いるものに限る。）

５ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸﾏｼﾝ（原動機の定格出力の合計が2.95kW以上のものに限る。）並びにｺﾝｸﾘｰﾄ管製造機械及びｺﾝｸﾘｰﾄ
柱製造機械（原動機の定格出力の合計が10kW以上のものに限る。）

 ６　木材加工機械

　 イ ドラムバーカー

ロ チッパー（原動機の定格出力が2.25kW以上のものに限る。）

７ 印刷機械（原動機の定格出力が2.2kW以上のものに限る。）

８ ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機（カレンダーロール機以外のもので原動機の定格出力が 30kW以上のもの
に限る。）

９ 合成樹脂用射出成形機

10 鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）

資料15　法令に基づく特定・指定施設届出状況　　　　　　　　　（令和４年３月31日現在）
　　　　　　　　　　　                 　　　　　　
関係法令
　　施設の種類

騒音規制法 振動規制法 県条例
（騒音）

金属加工機械 62（1） 84（1） 12（0）
空気圧縮機及び送風機 757（2） － 836（0）

圧縮機 － 162（2） －

土石用又は鉱物用の破砕機及び摩砕機、ふるい及び
分級機 20（0） 13（0） －

土石用又は鉱物用の破砕機及び摩砕機 － － 6（0）
土石用、鉱物用、飼料、有機質肥料製造用又は農薬
製造用のふるい分機及び分級機 － － 5（0）

織機 51（0） 19（0） 0（0）
建築用資材製造機械 4（0） － 5（0）
コンクリートブロックマシン － 0（0） －
穀物用製粉機 0（0） － 0（0）
木材加工機械 122（0） 12（0） 24（1）
抄紙機 0（0） － 0（0）
印刷機械 41（0） 6（0） 0（0）
ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機 － 0（0） －
合成樹脂用射出成形機 112（0） 65（0） 8（0）
鋳型造型機 0（0） 0（0） 0（0）
ガソリンエンジン － － 0（0）
ディーゼルエンジン － － 73（3）
冷凍機 － － 283（6）

合　　　　計 1,169 361 1252

上記施設に係る届出工場・事業場数 156 85 163
※　（　）内の数値は、令和３年度の届出施設数



資料16　特定建設作業及び騒音指定建設作業に関する基準
　　　　基準種別

区域区分

騒音の規
制基準

振動の規
制基準

作業時間に関す
る基準

1日あたりの作
業時間

作業期間に関
する基準

作業日に関する
基準

法

第１号区域

85dB

75dB

７時～19時の時
間内であること

一日 10時間を超
えないこと

連続して６日
間を超えない
こと

日曜・休日でな
いこと

第２号区域
６時～22時の時
間内であること

一日 14時間を超
えないこと

県条例
（騒音のみ） －

７時～19時の時
間内であること

一日 10時間を超
えないこと

（注１）■第１号区域　：第１種低層住居専用地域、第１種・第２種中高層住居専用地域、　
　　　　　　　　　　　　第１種・第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業
　　　　　　　　　　　　地域　工業地域のうち、学校、病院等の周辺おおむね80ｍの地域
　　　　■第２号区域　：工業地域のうち、第１号地域で規制される地域を除く地域
　　　　■県条例(騒音)：工業専用地域、調整区域、都市計画区域以外の地域（市内において騒音規
　　　　　　　　　　　　制法で規制されていない地域全て）のうち、学校、保育所、病院、診療所、
　　　　　　　　　　　　図書館、特別養護老人ホーム及び幼保連携型認定こども園の周囲 80ｍ以内
　　　　　　　　　　　　の地域
（注２）基準を上回る騒音を発生している場合に改善勧告又は命令を行うにあたり、騒音防止対策の
　　　ほかに、１日当たりの作業時間を４時間までの範囲で短縮することができます。
（注３）この基準には、災害その他の非常事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場
　　　合などの適用除外が設けられています。

資料17　騒音特定建設作業及び騒音指定建設作業【※作業７日前までに市に届出が必要です。】

１
くい打機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除

く。）を使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。）

２ びよう打機を使用する作業

３
さく岩機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつては、1日における当該作業

に係る２地点の最大距離が50mを超えない作業に限る。）

４
空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであつて、その原動機の定格出力が15kW以上の

ものに限る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用する作業を除く。）

５

コンクリートプラント（混練機の混練容量が0.5㎥以上のものに限る。）又はアスファルトプラ

ント（混練機の混練重量が200㎏以上のものに限る。）を設けて行う作業（モルタルを製造する

ためにコンクリートプラントを設けて行う作業を除く。）

６
バックホウ（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するも

のを除き、原動機の定格出力が 80kW以上のものに限る。）を使用する作業

７
トラクターショベル（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指

定するものを除き、原動機の定格出力が 70kW以上のものに限る。）を使用する作業

８
ブルドーザー（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する

ものを除き、原動機の定格出力が40kW以上のものに限る。）を使用する作業



資料18　振動特定建設作業・・・【※作業７日前までに市に届出が必要です。】

①
くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）又は

くい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業

② 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業

③
舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつては、１日における当該

作業に係る２地点間の最大距離が50mを超えない作業に限る。）

④
ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつ

ては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が50mを超えない作業に限る。）

資料19　深夜営業の規制基準

規制内容　　
　　区域の区分

音響機器の使用禁止
の時間帯

音量規制

時間帯 基準値

A区域

第１種低層住居専用地域、第１種・第

２種中高層住居専用地域、第１種・第

２種住居地域、準住居地域 午後11時～翌日
の午前６時まで

午後 10時～翌
日午前６時ま
で

45ｄＢ

B区域
近隣商業地域、商業地域、準工業地
域、工業地域 55ｄＢ

（注１）音響機器とは、音響再生装置、楽器、有線放送装置及び拡声装置を指します。
（注２）音響機器の使用の制限については、音が外部に漏れない場合は適用しません。



 悪　臭

資料20　会津若松市の悪臭防止法による規制地域

地域区分 規制地域（都市計画法に定める用途区域区分など）

Ａ区域

１　第１種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、
　第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域及び近隣商業地域
２　神指町大字南四合のうち、字深川東、字深川西、字深川、字幕内北、字幕内西、字才ノ
　神（227番から505番までに限る）、字柳原（591番から688番までに限る）及び字幕内の
　区域
３　柳原町四丁目の区域のうち、584番から699番までの区域
４　幕内南町の区域のうち、10番並びに11番 14号及び15号の区域

Ｂ区域 商業地域及び準工業地域

Ｃ区域 工業地域（Ａ区域の２及び４に揚げる区域を除く。）及び工業専用地域

[平成28年 11月会津若松市告示第105号（最終改正）]

資料21　特定悪臭物質を含む気体の事業場の敷地境界線の地表における規制基準（単位 ppm ）　
特定悪臭物質の種類 Ａ区域 Ｂ区域 Ｃ区域 に　お　い

アンモニア １ ２ ５ し尿のようなにおい

メチルメルカプタン 0.002 0.004 0.01 腐った玉ねぎのようなにおい

硫化水素 0.02 0.06 0.2 腐った卵のようなにおい

硫化メチル 0.01 0.05 0.2 腐ったキャベツのようなにおい

二硫化メチル 0.009 0.03 0.1 腐ったキャベツのようなにおい

トリメチルアミン 0.005 0.02 0.07 腐った魚のようなにおい

アセトアルデヒド 0.05 0.1 0.5 刺激的な青臭いにおい

プロピオンアルデヒド 0.05 0.1 0.5 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.03 0.08 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい

イソブチルアルデヒド 0.02 0.07 0.2 刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.02 0.05 むせるような甘酸っぱい焦げたにおい

イソバレルアルデヒド 0.003 0.006 0.01 むせるような甘酸っぱい焦げたにおい

イソブタノール 0.9 4 20 刺激的な発酵したにおい

酢酸エチル 3 7 20 刺激的なシンナーのようなにおい

メチルイソブチルケトン 1 3 6 刺激的なシンナーのようなにおい

トルエン 10 30 60 ガソリンのようなにおい

スチレン 0.4 0.8 2 都市ガスのようなにおい

キシレン 1 2 5 ガソリンのようなにおい

プロピオン酸 0.03 0.07 0.2 刺激的な酸っぱいにおい

ノルマル酪酸 0.001 0.002 0.006 汗臭いにおい

ノルマル吉草酸 0.0009 0.002 0.004 蒸れた靴下のようなにおい

イソ吉草酸 0.001 0.004 0.01 蒸れた靴下のようなにおい

[平成24年４月会津若松市告示第119号（最終改正）]

資料22　福島県悪臭防止対策指針に基づく基準（臭気指数）

区域の区分 対象地域
工場等の敷地
境界の地表に
おける基準

工場等の煙突その他の気体排出口
における基準

５m～30m 30m～50m 50m～

第１種区域 悪臭防止法に基づくＡ区域 10 28 30 33

第２種区域 悪臭防止法に基づくＢ区域並びに都市計
画法に基づく用途区域以外の区域 15 33 35 38

第３種区域 悪臭防止法に基づくＣ区域 18 36 38 41

[平成19年１月福島県告示第５号(最終改正)]
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